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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 36,687 △0.5 1,244 △24.3 1,215 △29.3 718 △26.5

22年3月期 36,870 △1.4 1,644 14.4 1,718 29.6 977 74.7

（注）包括利益 23年3月期 518百万円 （△54.5％） 22年3月期 1,138百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 33.32 ― 2.6 3.1 3.4
22年3月期 45.45 ― 3.6 4.5 4.5

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 38,562 27,644 71.6 1,278.50
22年3月期 38,818 27,383 70.5 1,271.54

（参考） 自己資本   23年3月期  27,622百万円 22年3月期  27,376百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 894 △1,528 △359 6,735
22年3月期 2,448 △568 △144 7,790

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 7.50 ― 7.50 15.00 323 33.0 1.2
23年3月期 ― 7.50 ― 7.50 15.00 324 45.0 1.2

24年3月期(予想) ― 7.50 ― 7.50 15.00 140.8

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 17,300 △8.3 △250 ― △200 ― △160 ― △7.41

通期 36,100 △1.6 450 △63.8 550 △54.7 230 △68.0 10.65
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、16ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 23,405,200 株 22年3月期 23,405,200 株

② 期末自己株式数 23年3月期 1,799,447 株 22年3月期 1,875,027 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 21,563,644 株 22年3月期 21,505,404 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 35,242 △0.3 1,144 △16.3 1,166 △19.7 717 △12.7

22年3月期 35,352 △1.6 1,367 4.7 1,452 16.6 822 222.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 33.29 ―

22年3月期 38.25 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 38,621 27,686 71.6 1,280.44
22年3月期 38,665 27,227 70.4 1,264.29

（参考） 自己資本 23年3月期  27,664百万円 22年3月期  27,220百万円

2.  平成24年3月期の個別業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は
終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提と
しております。実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。 
 上記の予想に関する事項については、３ページの「次期の見通し」をご参照ください。 

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 16,500 △8.2 △200 ― △100 ― △4.63

通期 34,500 △2.1 440 △62.3 260 △63.8 12.03
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（１）経営成績に関する分析 

当連結会計年度における世界経済は、金融危機に端を発した急激な収縮から脱却し、緩やかに回復しておりま

す。 

中国をはじめとする新興国・資源国では、インフレに対する警戒感はあるものの、生産・所得・支出の好循環と

内需増大に支えられ、世界経済を牽引する成長を見せております。一方、米欧の先進国では、企業の在庫調整の一

巡感や各種需要刺激策の効果の減衰、高止まりの失業率等により経済の回復速度は減速しております。 

スポーツ用品業界では、プロスポーツに対する関心や消費は増加傾向にありますが、雇用の不安、所得格差等の

経済的要因に加え天候不順や自然災害等によりスポーツ参加率の伸び悩み、消費マインドの低下が続き、総じて厳

しい状態です。さらに、2011年３月に日本で発生した東日本大震災とそれに伴う原子力発電所の事故は、その実質

的な被害に留まらず今後も相当の期間に亘り世界的な経済上の不利益を及ぼすものと懸念されます。 

また、スポーツ施設事業のゴルフ場でも、競技人気は回復の兆しがあるものの、入場者の顧客単価は依然低迷す

る等本格的回復には至っておりません。 

このような状況の中、当社グループは先進技術による高機能製・商品の開発、斬新なデザインによる新製品の投

入により需要を喚起するとともに、国内外の有名契約選手の活躍に連動した広告宣伝活動や試打会の実施、大会協

賛等直接ユーザーに向けた販売促進活動を展開し、ヨネックスブランドの浸透と売上増大を図ってまいりました。

この結果、当連結会計年度の売上高は366億87百万円（前期比0.5％減）となりましたが、広告宣伝費他の経費負

担は重く、営業利益は12億44百万円（前期比24.3％減）、経常利益は12億15百万円（前期比29.3％減）、当期純利

益は、７億18百万円（前期比26.5％減）となりました。 

  セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①【スポーツ用品事業】 

イ．［日本］ 

国内市場は、世界経済の持ち直しの動きを反映し回復基調にありましたが、景気浮揚政策の終了、長引く円高

等から減速感を強めております。また、期末直前に発生した東日本大震災は、最需要期の商戦にも影を落としま

した。 

バドミントンについては、総体的に堅調な販売を維持しており、ゴルフ、テニスは、一部の新製品にヒットの

兆しがありますが、過剰供給による販売価格低迷から苦戦が続いております。一方、健康維持・増進を目的とし

た生涯スポーツの活況から、ウォーキングシューズ、ウェア関連商品が健闘いたしました。販売経費において

は、関連スポーツの振興と厳しい商戦を勝ち抜くため、相応の広告宣伝費を投じております。 

この結果、売上高は328億77百万円（前期比0.3％減）、営業利益は11億75百万円（前期比13.6％減）となりま

した。 

ロ．［北米］ 

北米市場は、高い失業率、所得の不安、個人的信用の収縮等により、景気の回復は緩やかになっております。

テニス、ゴルフが市場価格の低下や購買意欲の低迷により苦戦する中、バドミントンの普及・販売に注力し業

績の改善に努めました。 

この結果、売上高は９億81百万円（前期比5.5％増）、営業利益は８百万円（前期は35百万円の営業損失）と

なりました。 

ハ．［ヨーロッパ］ 

ヨーロッパ市場は、経済構造の柔軟性の欠如や限定的な景気刺激策に加え国家的信用不安の問題も絡み、景気

の回復が遅れております。 

各種目とも、通貨安、個人消費単価の下落の影響により、苦戦いたしました。 

この結果、売上高は15億55百万円（前期比8.1％減）、営業損失は36百万円（前期は24百万円の営業損失）と

なりました。 

１．経営成績
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ニ．［アジア］ 

アジア市場は、新興国・資源国の力強い成長を背景に耐久消費財やインフラ投資の潜在需要が大きく、生産・

所得・支出の好循環から個人消費も伸張しております。 

バドミントンは、引き続き愛好者の指名買いにより販売が堅調で、昨年７月に設立した中国のゴルフ販売会社

も営業を開始いたしました。しかしながら、同市場を重要視する同業他社との競争は激しく、広告宣伝費の負担

も増加しております。 

この結果、売上高は８億５百万円（前期比2.9％増）、営業利益は72百万円（前期比71.1％減）となりまし

た。 

これらの結果、各地域セグメントを合計したスポーツ用品事業の売上高は362億19百万円（前期比0.5％減）、

営業利益は12億20百万円（前期比21.4％減）となりました。 

②【スポーツ施設事業】 

スポーツ施設事業の中核をなすヨネックスカントリークラブでは、コースコンディションの向上や営業努力によ

り入場者数の増大に努めましたが、消費単価の低迷に加え降雪や地震の自然災害により例年以上に苦戦いたしまし

た。 

この結果、スポーツ施設事業の売上高は４億68百万円（前期比1.8％減）、営業損失31百万円（前期は６百万の

営業利益）となりました。 

次期の見通し 

次期の世界経済は、新興国の成長に伴う活性化が期待されるものの、欧米先進国の劇的な回復は望めないものと

予想されます。また、わが国経済は、東日本大震災の甚大な影響が、直接・間接的に顕在化する事が予想され、と

りわけ電力供給量の不足により生じる節電は、企業活動や個人消費の回復を遅らせる恐れが強く、景気の低迷から

の脱却には相応の時間を要するものと予想されます。当社グループの属する業界においても、需要の回復ペースは

緩やかなものに留まり、当面は厳しい市場環境が続くものと予想されます。 

このような状況下、連結業績予想につきましては、売上高361億円（前期比1.6％減）、営業利益４億50百万円

（前期比63.8％減）、経常利益５億50百万円（前期比54.7％減）、当期純利益２億30百万円（前期比68.0％減）を

見込んでおります。 
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（２）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末の資産につきましては、385億62百万円となり、前連結会計年度末に比べて２億56百万円の

減少となりました。その主な要因は、税金費用と販売費及び一般管理費に伴う資金流出によるものであります。

負債につきましては、109億18百万円となり、前連結会計年度末に比べて５億17百万円の減少となりました。

その主な要因は、未払法人税等と預り保証金の減少によるものであります。 

純資産につきましては、276億44百万円となり、前連結会計年度末に比べて２億61百万円の増加となりまし

た。その主な要因は、利益剰余金の増加によるものであります。 

② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益が11億24

百万円（前期比34.8％減）となり、非資金費用の影響を加味した結果、営業活動による収入は増加したものの、

設備投資等の投資活動の支出と配当金の支払等により支出が収入を上回り、期首残高に比べ10億55百万円減少

し、当連結会計年度末は67億35百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュフロー） 

営業活動の結果、得られた資金は８億94百万円（前期比63.5％減）となりました。これは主に、税金等調整前

当期純利益による収入及び非資金費用の影響と税金費用の支払により資金が一部相殺されたことによるものであ

ります。なお、前連結会計年度に比べ減少しているのは、売上債権が増加し資金化されなかったこと及び税金費

用の支払が増加したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュフロー） 

投資活動の結果、使用した資金は15億28百万円（前期比168.9％増）となりました。これは主に、有形固定資

産及び無形固定資産の取得による支出によるものであります。なお、前連結会計年度に比べ増加しているのは、

基幹システムの全面リニューアルに伴う開発費用の支出によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュフロー） 

財務活動の結果、使用した資金は３億59百万円（前期比148.5％増）となりました。これは主に、配当金の支

払によるものであります。なお、前連結会計年度に比べ増加しているのは、「従業員持株ＥＳＯＰ信託」に係る

借入金収支の影響によるものであります。 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  当社グループは、株主の皆様に対する利益還元を最も重要な経営政策の一つと認識し、収益力を向上させたうえ

で、安定的かつ適切な配当水準を維持する方針であります。 

  また、内部留保金につきましては、将来の事業展開のための生産工場及び販売部門の設備投資や新製品開発のた

めの研究開発資金等に充当する所存であり、より一層の経営基盤の強化に有効投資してまいりたいと考えておりま

す。 

  なお、当期末の配当金につきましては７円50銭の配当を実施させていただきます。 

  次期につきましては、１株当たり年間15円（中間期７円50銭、期末７円50銭）とさせていただく予定でございま

す。 
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 当企業集団は、ヨネックス株式会社（当社）及び子会社７社から構成されており、バドミントン、テニス、ゴルフ等

のスポーツ用品の製造、仕入、販売を主な事業とし、さらに関連するスポーツ施設の運営等を行っております。 

 事業内容と、当社及び関係会社の当該事業にかかる位置付けは次のとおりであります。 

 なお、セグメント情報との関連と、同一の区分であります。 

１【スポーツ用品事業（会社総数８社）】 

 当社はバドミントンラケット、ソフトテニスラケット、テニスラケット（硬式）、ゴルフクラブ、スノーボード、

シャトルコック、ストリング等を製造するとともに、バドミントンラケット、テニスラケットの一部を子会社である

YONEX TAIWAN CO., LTD.より仕入れ、これらを販売するほか、ウェア、シューズ等の商品の仕入、販売も行っており

ます。 

 また、海外の販売は、YONEX CORPORATION等現地法人７社及び各国の有力代理店を通じて行っております。 

２【スポーツ施設事業（会社総数１社）】 

 当社でテニス、ゴルフ練習場及びゴルフ場の運営を行っております。 

 以上述べた事項の概要は、下図のとおりであります。 

 
  

２．企業集団の状況
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（１）会社の経営の基本方針 

当社グループは、「独創の技術と最高の製品で世界に貢献する」の経営理念のもと、「ヨネックスの国籍は世

界」をスローガンに掲げ、世界視点に立ったマーケティング活動を展開して、世界の皆様から愛されるグローバル

ブランドに育成すべく邁進してまいります。 

バドミントン、テニス、ゴルフを柱に「健康」を取り入れた創造性の高い製・商品群を充実させ、スポーツイベ

ントの協賛、後援等を通じスポーツの醍醐味と楽しさを広めて、世界の人々の健康に貢献することを基本方針とし

てまいります。 

また、企業の社会的責任を果たすべく、コーポレート・ガバナンス体制の強化と改正・新設される法令等に留意

したコンプライアンス（法令遵守）の徹底を図ってまいります。併せて、内部統制システムを効果的に運用すると

ともに、「企業行動規範」に基づき役員・社員が個々に高い倫理観・遵法精神を持ち企業活動を行ってまいりま

す。 

（２）目標とする経営指標 

当社グループは、主要な経営指数としてＲＯＥ（自己資本当期純利益率）及びＲＯＡ（総資産経常利益率）を活

用しております。収益構造の変革及びコストダウン等によりその向上を図り、株主価値の一層の向上を目指してま

いります。 

（３）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題 

景気の先行きは依然として不透明な厳しい経済環境の中、当社グループはスピードを最優先し、「独創の技術と

最高の製品で世界に貢献する」の経営理念を徹底追求し、「ヨネックスの国籍は世界」をスローガンに掲げ、現地

に密着したグローバルマーケティングを実行する組織構造改革をステップに、お客様のこころを動かすクリエイテ

ィブな発想と開発力を磨き、激化するグローバルな競争に対応してまいります。 

生産においては、価格低下が進む市場環境にあって、国内生産基地を持つ強みと利点を最大限に活用し、高付加

価値、高品質商品を生産し、必要なところに、必要なものを、必要なだけお届けする「適地、適産、適売」とリー

ドタイムの短縮化を目指す一方、生産性を向上させる設備投資や、生産の平準化等トータルコストを低減する工場

改革を進めてまいります。 

また、「スピード経営」が求められる環境下、お客様へのスピーディーなサービスの向上、緻密な収益管理、四

半期決算開示における標準化と迅速化、国際会計基準の適用に向けたＩＴ環境の整備を視野に入れ、ＩＴ改革「新

情報システムの開発」を推し進めます。 

さらに、企業行動規範に基づいた「企業コンプライアンス体制の確立と運用」を推進するため、「コンプライア

ンス委員会」「リスク管理委員会」「情報開示委員会」「懲罰委員会」が機能的に働くよう、内部監査室を中心と

した全社的内部統制を強化し、透明性の高い経営環境を整備してまいります。 

  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,941,903 6,886,844

受取手形及び売掛金 8,878,236 9,021,426

商品及び製品 2,554,903 2,850,332

仕掛品 760,206 692,711

原材料及び貯蔵品 759,602 662,943

繰延税金資産 416,683 350,077

その他 1,509,297 1,382,535

貸倒引当金 △49,457 △50,659

流動資産合計 22,771,376 21,796,212

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 9,409,372 9,363,283

減価償却累計額 △6,099,519 △6,254,428

建物及び構築物（純額） 3,309,853 3,108,855

機械装置及び運搬具 3,224,331 3,412,071

減価償却累計額 △2,396,611 △2,550,649

機械装置及び運搬具（純額） 827,719 861,422

工具、器具及び備品 1,514,624 1,573,208

減価償却累計額 △1,275,458 △1,324,293

工具、器具及び備品（純額） 239,166 248,915

コース勘定 363,887 363,887

立木 27,975 27,975

土地 7,509,212 7,472,797

リース資産 41,380 52,120

減価償却累計額 △9,546 △19,020

リース資産（純額） 31,833 33,099

建設仮勘定 4,809 91,035

有形固定資産合計 12,314,457 12,207,988

無形固定資産 244,704 902,974

投資その他の資産   

投資有価証券 ※  99,423 ※  96,217

長期預金 2,200,000 2,200,000

繰延税金資産 955,525 1,082,208

その他 428,620 441,110

貸倒引当金 △195,530 △164,149

投資その他の資産合計 3,488,038 3,655,387

固定資産合計 16,047,200 16,766,349

資産合計 38,818,576 38,562,561
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,873,454 4,052,379

未払金 777,389 741,467

1年内返済予定の長期借入金 45,400 45,400

未払法人税等 608,067 140,996

未払消費税等 74,775 82,253

賞与引当金 553,252 516,452

役員賞与引当金 18,000 15,300

設備関係支払手形 156,717 70,439

その他 429,129 412,516

流動負債合計 6,536,186 6,077,203

固定負債   

長期借入金 90,800 45,400

退職給付引当金 2,048,050 2,082,583

役員退職慰労引当金 410,057 437,267

長期預り保証金 2,324,227 2,251,014

その他 26,158 24,797

固定負債合計 4,899,294 4,841,063

負債合計 11,435,480 10,918,267

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,706,600 4,706,600

資本剰余金 7,483,439 7,483,439

利益剰余金 17,207,091 17,602,291

自己株式 △1,407,119 △1,355,648

株主資本合計 27,990,010 28,436,682

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △2,926 △4,721

為替換算調整勘定 △610,661 △809,077

その他の包括利益累計額合計 △613,587 △813,799

新株予約権 6,672 21,411

純資産合計 27,383,096 27,644,294

負債純資産合計 38,818,576 38,562,561
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 36,870,111 36,687,861

売上原価 ※1，※2  21,687,054 ※1，※2  21,410,457

売上総利益 15,183,057 15,277,403

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 4,992,913 5,363,044

貸倒引当金繰入額 － 9,093

給料及び手当 2,852,068 2,974,066

賞与引当金繰入額 268,897 254,298

役員賞与引当金繰入額 18,000 15,300

退職給付費用 127,703 135,325

役員退職慰労引当金繰入額 31,465 30,765

減価償却費 338,424 322,029

研究開発費 ※2  930,908 ※2  937,946

その他 3,978,613 3,991,478

販売費及び一般管理費合計 13,538,995 14,033,347

営業利益 1,644,062 1,244,056

営業外収益   

受取利息 24,123 22,661

受取賃貸料 22,560 26,183

受取ロイヤリティー 167,228 109,657

その他 26,190 24,103

営業外収益合計 240,102 182,606

営業外費用   

支払利息 16,898 18,276

為替差損 101,964 169,713

売上割引 16,762 16,008

その他 30,523 7,647

営業外費用合計 166,149 211,645

経常利益 1,718,015 1,215,017

特別利益   

固定資産売却益 ※3  17,867 ※3  2,624

貸倒引当金戻入額 3,174 －

特別利益合計 21,041 2,624
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 ※4  999 ※4  1,349

固定資産除却損 ※5  11,110 ※5  7,420

投資有価証券売却損 － 84

ゴルフ会員権評価損 2,400 －

訴訟関連損失 － 48,870

災害による損失 － 34,972

その他 0 －

特別損失合計 14,510 92,697

税金等調整前当期純利益 1,724,546 1,124,944

法人税、住民税及び事業税 703,248 484,852

過年度法人税等戻入額 － △16,107

法人税等調整額 43,819 △62,224

法人税等合計 747,067 406,520

少数株主損益調整前当期純利益 － 718,423

当期純利益 977,479 718,423
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 718,423

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △1,795

為替換算調整勘定 － △198,416

その他の包括利益合計 － ※2  △200,212

包括利益 － ※1  518,211

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 518,211

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 4,706,600 4,706,600

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,706,600 4,706,600

資本剰余金   

前期末残高 7,483,439 7,483,439

当期変動額   

自己株式の処分 △15,256 －

自己株式処分差損の振替 15,256 －

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,483,439 7,483,439

利益剰余金   

前期末残高 16,567,337 17,207,091

当期変動額   

剰余金の配当 △322,469 △323,223

当期純利益 977,479 718,423

自己株式処分差損の振替 △15,256 －

当期変動額合計 639,753 395,200

当期末残高 17,207,091 17,602,291

自己株式   

前期末残高 △1,444,304 △1,407,119

当期変動額   

自己株式の取得 － △12

自己株式の処分 37,184 51,483

当期変動額合計 37,184 51,471

当期末残高 △1,407,119 △1,355,648

株主資本合計   

前期末残高 27,313,072 27,990,010

当期変動額   

剰余金の配当 △322,469 △323,223

当期純利益 977,479 718,423

自己株式の取得 － △12

自己株式の処分 21,928 51,483

自己株式処分差損の振替 － －

当期変動額合計 676,937 446,671

当期末残高 27,990,010 28,436,682
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △614 △2,926

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,311 △1,795

当期変動額合計 △2,311 △1,795

当期末残高 △2,926 △4,721

為替換算調整勘定   

前期末残高 △773,787 △610,661

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 163,126 △198,416

当期変動額合計 163,126 △198,416

当期末残高 △610,661 △809,077

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △774,401 △613,587

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 160,814 △200,212

当期変動額合計 160,814 △200,212

当期末残高 △613,587 △813,799

新株予約権   

前期末残高 － 6,672

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6,672 14,738

当期変動額合計 6,672 14,738

当期末残高 6,672 21,411

純資産合計   

前期末残高 26,538,670 27,383,096

当期変動額   

剰余金の配当 △322,469 △323,223

当期純利益 977,479 718,423

自己株式の取得 － △12

自己株式の処分 21,928 51,483

自己株式処分差損の振替 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 167,487 △185,473

当期変動額合計 844,425 261,197

当期末残高 27,383,096 27,644,294
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,724,546 1,124,944

減価償却費 702,580 713,309

株式報酬費用 6,672 14,738

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,174 9,093

賞与引当金の増減額（△は減少） 8,004 △36,204

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △2,000 △2,700

退職給付引当金の増減額（△は減少） △39,713 34,533

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △4,796 27,210

長期前払費用償却額 36,270 17,635

受取利息及び受取配当金 △26,510 △24,871

支払利息 16,898 18,276

為替差損益（△は益） 68,158 42,534

有形固定資産売却損益（△は益） △16,868 △1,275

有形固定資産除却損 11,110 7,420

投資有価証券売却損益（△は益） － 84

ゴルフ会員権評価損 2,400 －

災害損失 － 34,972

その他の営業外損益（△は益） △166,305 △134,078

訴訟関連損失 － 48,870

売上債権の増減額（△は増加） 466,102 △235,966

たな卸資産の増減額（△は増加） 450,418 △239,130

仕入債務の増減額（△は減少） △290,824 300,543

未払消費税等の増減額（△は減少） △8,992 7,478

その他の資産の増減額（△は増加） △101,463 20,827

その他の負債の増減額（△は減少） △142,981 △72,834

小計 2,689,534 1,675,411

利息及び配当金の受取額 24,586 25,966

利息の支払額 △15,215 △16,995

その他の収入 118,771 221,398

その他の支出 △43,096 △22,841

災害損失の支払額 － △20,022

訴訟関連損失の支払額 － △48,870

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △325,730 △919,257

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,448,849 894,789
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △151,543 △1,351,787

定期預金の払戻による収入 151,060 1,351,543

有形固定資産の取得による支出 △431,822 △769,821

有形固定資産の売却による収入 46,540 7,452

有形固定資産の除却による支出 △2,583 △1,371

無形固定資産の取得による支出 △187,102 △688,018

投資有価証券の取得による支出 △1,204 △1

投資有価証券の売却による収入 － 106

貸付けによる支出 △43,080 △65,660

貸付金の回収による収入 52,152 36,132

その他 △883 △47,456

投資活動によるキャッシュ・フロー △568,466 △1,528,883

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 26,976 △25,264

長期借入れによる収入 136,200 －

長期借入金の返済による支出 － △45,400

自己株式の取得による支出 － △12

自己株式の売却による収入 20,668 44,421

配当金の支払額 △322,252 △323,039

その他 △6,133 △9,947

財務活動によるキャッシュ・フロー △144,540 △359,242

現金及び現金同等物に係る換算差額 17,984 △61,965

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,753,827 △1,055,302

現金及び現金同等物の期首残高 6,036,532 7,790,359

現金及び現金同等物の期末残高 ※  7,790,359 ※  6,735,057
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該当事項はありません。 

  

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日  
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）子会社のうちYONEX CORPORATION 

U.S.A.、YONEX CANADA LIMITED、YONEX 

TAIWAN CO.,LTD.、YONEX U.K. 

LIMITED、YONEX GmbHの５社を連結の対

象としております。 

(1）子会社のうちYONEX CORPORATION、

YONEX CANADA LIMITED、YONEX TAIWAN 

CO.,LTD.、YONEX U.K. LIMITED、YONEX 

GmbH、尤尼克斯（上海）高尓夫貿易有

限公司の６社を連結の対象としており

ます。 

当連結会計年度において尤尼克斯

（上海）高尓夫貿易有限公司を新たに

設立したため、連結の範囲に含めてお

り、YONEX CORPORATION U.S.A.は、

YONEX CORPORATIONに社名を変更してお

ります。 

  (2）非連結子会社は、YONEX SPORTS HONG 

KONG LIMITED１社であります。 

(2）      同左 

  (3）非連結子会社１社の総資産、売上

高、当期純損益の額のうち持分に見合

う額及び利益剰余金等のうち持分に見

合う額は、連結会社の総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金等のそ

れぞれの合計額に対していずれも軽微

であり、連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしておりません。 

(3）      同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社１社については、当期純

損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であるため、持分法を適用しておりま

せん。 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社５社の決算日は12月31日で

あり、連結財務諸表の作成に当たっては

同日現在の財務諸表を使用しておりま

す。連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行っ

ております。 

連結子会社６社の決算日は12月31日で

あり、連結財務諸表の作成に当たっては

同日現在の財務諸表を使用しておりま

す。連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行っ

ております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券  

時価のあるもの  

連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

① 有価証券  

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの  

総平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ  

時価法 

② デリバティブ 

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  ③ たな卸資産  

商品及び製品 

（親会社） 移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

を採用しております。 

（子会社） 主として先入先出法によ

る低価法 

③ たな卸資産  

商品及び製品 

（親会社）   同左 

（子会社）   同左 

  先入先出法が採用されているの

は、商品及び製品の連結貸借対照表

価額の ％であります。 8.8

先入先出法が採用されているの

は、商品及び製品の連結貸借対照表

価額の ％であります。 6.4

  原材料及び仕掛品 

（親会社） 移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

を採用しております。 

（子会社） 総平均法による原価法 

総平均法が採用されているのは、

原材料及び仕掛品の連結貸借対照表

価額の ％であります。 6.3

原材料及び仕掛品 

（親会社）   同左 

（子会社）   同左 

総平均法が採用されているのは、

原材料及び仕掛品の連結貸借対照表

価額の ％であります。 5.8

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

（親会社） 定率法（ただし、平成10

年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除

く）及びゴルフ場事業に

係る資産については、定

額法）を採用しておりま

す。 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

（親会社）   同左 

  （子会社） 定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物及び構築物   ３～60年 

機械装置及び運搬具 ２～17年 

工具、器具及び備品 ２～20年 

（子会社）   同左 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物及び構築物   ３～60年 

機械装置及び運搬具 ４～17年 

工具、器具及び備品 ２～20年 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  ② 無形固定資産  

親会社は定額法を採用し、在外連

結子会社は所在地国の会計基準に基

づく定額法を採用しております。 

なお、親会社のソフトウエア（自

社利用）については、社内における

見込利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。 

② 無形固定資産  

同左 

  ③ リース資産  

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用してお

ります。 

なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取引

開始日が平成20年３月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。  

③ リース資産  

同左  

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金  

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

① 貸倒引当金  

同左 

  ② 賞与引当金  

従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

② 賞与引当金  

同左 

  ③ 役員賞与引当金  

役員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

③ 役員賞与引当金  

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

   ④ 退職給付引当金  

親会社及び一部の在外連結子会社

では従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

過去勤務債務は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生した連結会計年度から費

用処理することとしております。 

また、数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定率法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から損益処理することとしてお

ります。 

 ④ 退職給付引当金  

同左 

  （会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「「退職給付

に係る会計基準」の一部改正（その

３）」（企業会計基準第19号 平成20

年７月31日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響及びセ

グメントに与える影響はありません。 

────── 

  

  ⑤ 役員退職慰労引当金  

親会社では役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金  

同左 

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。 

なお、在外子会社等の資産及び負債

は、子会社の決算日の直物為替相場に

より、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定に含め

て計上しております。 

同左 

(5）連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

────── 

  

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。  

(6）消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。 

────── 

  

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅かなリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。 

────── 

  

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はありません。  

────── （企業結合に関する会計基準等の適用） 

 当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」

（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務

諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年

12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改

正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業

分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成20

年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基

準第16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用してお

ります。 
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（８）表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── （連結損益計算書） 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令

第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純利益」の

科目で表示しております。  

（９）追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（従業員持株ＥＳＯＰ信託） 

当社は、平成21年９月25日開催の取締役会において、

当社従業員の労働意欲の向上や経営参画を促すととも

に、株式価値の向上を目指した経営を一層推進すること

により中長期的な企業価値を高めることを目的とし、当

社従業員へのインセンティブ・プラン（以下、「当プラ

ン」）として「従業員持株ＥＳＯＰ信託」の導入を決議

いたしました。 

当プランでは、「ヨネックス従業員持株会」（以下

「当社持株会」）へ当社株式を譲渡していく目的で設立

する「従業員持株ＥＳＯＰ信託」が今後約３年間にわた

り当社持株会が取得する規模の株式を予め一括して取得

して、当社持株会への売却を行います。 

当社株式の取得・処分については、当社が信託口の債

務を保証しており、経済的実態を重視した保守的な観点

から、当社と信託口は一体であるとする会計処理をして

おります。 

従って、信託口が所有する当社株式や信託口の資産及

び負債並びに費用及び収益については連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キ

ャッシュ・フロー計算書に含めて計上しております。 

なお、当連結会計年度末日（平成22年３月31日）にお

ける自己株式数は、以下のとおりであります。 

（従業員持株ＥＳＯＰ信託） 

当社は、平成21年９月25日開催の取締役会において、

当社従業員の労働意欲の向上や経営参画を促すととも

に、株式価値の向上を目指した経営を一層推進すること

により中長期的な企業価値を高めることを目的とし、当

社従業員へのインセンティブ・プラン（以下、「当プラ

ン」）として「従業員持株ＥＳＯＰ信託」の導入を決議

いたしました。 

当プランでは、「ヨネックス従業員持株会」（以下

「当社持株会」）へ当社株式を譲渡していく目的で設立

する「従業員持株ＥＳＯＰ信託」が約３年間にわたり当

社持株会が取得する規模の株式を予め一括して取得し

て、当社持株会への売却を行います。 

当社株式の取得・処分については、当社が信託口の債

務を保証しており、経済的実態を重視した保守的な観点

から、当社と信託口は一体であるとする会計処理をして

おります。 

従って、信託口が所有する当社株式や信託口の資産及

び負債並びに費用及び収益については連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キ

ャッシュ・フロー計算書に含めて計上しております。 

なお、当連結会計年度末日（平成23年３月31日）にお

ける自己株式数は、以下のとおりであります。  

自己株式数         株 

うち当社所有自己株式数  株  

うち信託口所有当社株式数  株 

1,875,027

1,707,227

167,800

自己株式数         株 

うち当社所有自己株式数  株  

うち信託口所有当社株式数   株  

1,799,447

1,707,247

92,200

────── （包括利益の表示に関する会計基準の適用） 

当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」

及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度

の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額

等合計」の金額を記載しております。  
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

（10）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

項目 
前連結会計年度

（平成22年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成23年３月31日） 

※ 非連結子会社に対する主

な資産 

投資有価証券（株式） 千円115 投資有価証券（株式） 千円115

（連結損益計算書関係）

項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１．たな卸資産の帳簿価額

の切下げ額 

期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿

価切下げ後の金額であり、次のたな卸資

産評価損が売上原価に含まれておりま

す。 

期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿

価切下げ後の金額であり、次のたな卸資

産評価損が売上原価に含まれておりま

す。 

  千円 145,213 千円 78,829

  なお、上記は従来より継続的に実施し

ている評価方法により算出した金額であ

ります。  

なお、上記は従来より継続的に実施し

ている評価方法により算出した金額であ

ります。  

※２．研究開発費の総額 一般管理費及び当期製造

費用に含まれる研究開発

費 

千円999,770 一般管理費及び当期製造

費用に含まれる研究開発

費 

千円1,039,890

※３．固定資産売却益の内訳 建物及び構築物 千円5,488

機械装置及び運搬具 千円768

工具、器具及び備品 千円807

土地 千円10,802

計 千円17,867

機械装置及び運搬具 千円283

工具、器具及び備品 千円2,341

計 千円2,624

※４．固定資産売却損の内訳 機械装置及び運搬具 千円932

工具、器具及び備品 千円66

計 千円999

機械装置及び運搬具 千円1,254

工具、器具及び備品 千円94

計 千円1,349

※５．固定資産除却損の内訳 建物及び構築物 千円2,815

機械装置及び運搬具 千円3,950

工具、器具及び備品 千円3,873

建設仮勘定 千円472

計 千円11,110

建物及び構築物 千円941

機械装置及び運搬具 千円3,705

工具、器具及び備品 千円2,773

計 千円7,420

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 千円1,138,293

少数株主に係る包括利益 千円－

計 千円1,138,293

その他有価証券評価差額金 千円△2,311

為替換算調整勘定 千円163,126

計 千円160,814
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の減少32千株は、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口）

（以下「信託口」）から従業員持株会への譲渡による減少32千株であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の括弧書きは、信託口が保有する当社株式数であります。  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

（注）ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（注）配当金の総額には、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口）に対する配当金1,258千円を含

めております。 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  23,405  －  －  23,405

合計  23,405  －  －  23,405

自己株式         

普通株式（注）  1,907  －  32
 1,875

(167)

合計  1,907  －  32  1,875

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる株

式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（千円） 
前連結会計

年度末 

当連結会計

年度増加 

当連結会計

年度減少 

当連結会計

年度末 

 提出会社 

（親会社） 

 ストック・オプションとして

の新株予約権 
 －    －    －    －    －  6,672

 合計  －    －    －    －    －  6,672

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  161,234  7.50 平成21年３月31日 平成21年６月29日 

平成21年10月26日 

取締役会 
普通株式  161,234  7.50 平成21年９月30日 平成21年12月７日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年６月25日 

定時株主総会 
普通株式 （注）   162,734 利益剰余金  7.50 平成22年３月31日 平成22年６月28日
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加０千株であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少75千株は、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口）

（以下「信託口」）から従業員持株会への譲渡による減少75千株であります。 

３．普通株式の自己株式の株式数の括弧書きは、信託口が保有する当社株式数であります。  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

（注）ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

（注）１．配当金の総額には、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口）に対する配当金1,258千円

を含めております。 

２．配当金の総額には、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口）に対する配当金987千円を

含めております。  

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（注）配当金の総額には、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口）に対する配当金691千円を含め

ております。 

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  23,405  －  －  23,405

合計  23,405  －  －  23,405

自己株式         

普通株式（注） 
 1,875

(167)
 0  75

 1,799

(92)

合計  1,875  0  75  1,799

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる株

式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（千円） 
前連結会計

年度末 

当連結会計

年度増加 

当連結会計

年度減少 

当連結会計

年度末 

 提出会社 

（親会社） 

 ストック・オプションとして

の新株予約権 
 －    －    －    －    －  21,411

 合計  －    －    －    －    －  21,411

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年６月25日 

定時株主総会 
普通株式 (注)１     162,734  7.50 平成22年３月31日 平成22年６月28日 

平成22年10月29日 

取締役会 
普通株式 (注)２     162,734  7.50 平成22年９月30日 平成22年12月６日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成23年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 （注）   162,734 利益剰余金  7.50 平成22年３月31日 平成23年６月29日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成22年３月31日現在） （平成23年３月31日現在）

現金及び預金勘定 千円7,941,903

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 千円△151,543

現金及び現金同等物 千円7,790,359

現金及び預金勘定 千円6,886,844

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 千円△151,787

現金及び現金同等物 千円6,735,057
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１．事業区分は、製品（商品又は役務を含む）の種類、性質及び販売市場の類似性を主眼にした区分によってお

ります。 

２．各事業区分の主要な事業内容 

(1）スポーツ用品事業……バドミントン用品、テニス用品、ゴルフ用品等の製造・販売 

(2）スポーツ施設事業……ゴルフ場、テニス・ゴルフ練習場の運営 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,965,513千円であり、その内訳は親会社での

余資運用資金（定期預金）及び繰延税金資産であります。 

  

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
スポーツ用品
事業（千円） 

スポーツ施設
事業（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高  36,392,774  477,337  36,870,111  －  36,870,111

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高 
 22,313  20,000  42,313  △42,313  －

計  36,415,087  497,337  36,912,425  △42,313  36,870,111

営業費用  34,777,310  491,052  35,268,362  △42,313  35,226,049

営業利益  1,637,776  6,285  1,644,062  －  1,644,062

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
          

資産  30,584,844  2,268,218  32,853,063  5,965,513  38,818,576

減価償却費  660,952  41,628  702,580  －  702,580

資本的支出  764,170  17,705  781,875  －  781,875
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米   （米国、カナダ） 

(2）ヨーロッパ（英国、ドイツ） 

(3）アジア  （台湾） 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,965,513千円であり、その内訳は親会社での

余資運用資金（定期預金）及び繰延税金資産であります。 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米   （米国、カナダ他） 

(2）ヨーロッパ（英国、ドイツ他） 

(3）アジア  （シンガポール、韓国、中国他） 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

ｂ．所在地別セグメント情報

  日本（千円） 北米（千円）
ヨーロッパ
（千円） アジア（千円） 計（千円） 消去又は全社 

（千円） 連結（千円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する 

売上高 
 33,465,035 930,622 1,692,405 782,048  36,870,111  － 36,870,111

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 1,887,079 187 846 2,242,296  4,130,409  △4,130,409 －

計  35,352,114 930,810 1,693,251 3,024,345  41,000,521  △4,130,409 36,870,111

営業費用  33,982,888 949,750 1,706,569 2,772,426  39,411,634  △4,185,585 35,226,049

営業利益（又は営業損

失△） 
 1,369,225 △18,940 △13,318 251,918  1,588,886  55,175 1,644,062

Ⅱ 資産  34,786,713 678,394 1,326,144 1,116,063  37,907,315  911,261 38,818,576

ｃ．海外売上高

  北米 ヨーロッパ アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  944,027  2,674,960  6,974,008  141,870  10,734,867

Ⅱ 連結売上高（千円）  －  －  －  －  36,870,111

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占

める割合（％） 
 2.6  7.2  18.9  0.4  29.1
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当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。 

当社グループは、スポーツ用品の製造・販売を行うスポーツ用品事業とゴルフ場の運営等を行うスポーツ

施設事業から構成されております。 

スポーツ用品事業については、バドミントン用品、テニス用品、ゴルフ用品等の製造・販売を行ってお

り、国内においては当社が、海外においては北米（米国・カナダ）、ヨーロッパ（英国・ドイツ）、アジア

（台湾・中国）の現地法人がそれぞれ担当しております。 

現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、各地域の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており

ます。 

スポーツ施設事業については、ゴルフ場、テニス・ゴルフ練習場の運営を国内の当社のみが行っておりま

す。 

従って、当社グループは、スポーツ用品事業については、販売体制を基礎とした地域別のセグメントから

構成されており、「日本」、「北米」、「ヨーロッパ」、「アジア」を４つの報告セグメントとし、スポー

ツ施設事業については「スポーツ施設事業」として１つの報告セグメントとした５つを報告セグメントとし

ております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。  

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価額に基づいております。  

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報  

前連結会計年度（自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日） 

  

ｄ．セグメント情報

  （単位：千円）

  

報告セグメント

合計 
調整額 
（注）１ 

連結

財務諸表 
計上額 

（注）２ 

 スポーツ用品事業 スポーツ 

施設事業 日本 北米 ヨーロッパ アジア 計

売上高                   

外部顧客への売上

高 
 32,987,697  930,622 1,692,405 782,048 36,392,774 477,337  36,870,111  － 36,870,111

セグメント間の内

部売上高又は振替

高 
 1,909,392  187 846 2,242,296 4,152,722 20,000  4,172,722  △4,172,722 －

計  34,897,089  930,810 1,693,251 3,024,345 40,545,496 497,337  41,042,834  △4,172,722 36,870,111

セグメント利益又は

損失（△） 
 1,361,069  △35,047 △24,975 251,010 1,552,057 6,285  1,558,343  85,719 1,644,062

セグメント資産  32,532,976  701,198 1,498,059 1,127,133 35,859,368 2,268,218  38,127,587  690,989 38,818,576

その他の項目     

減価償却費  618,860  4,577 21,041 16,472 660,951 41,628  702,580  － 702,580

有形固定資産及び

無形固定資産の増

加額 

 709,673  17,848 7,328 29,319 764,170 17,705  781,875  － 781,875
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当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。 

  

２．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

  

  （単位：千円）

  

報告セグメント

合計 
調整額 
（注）１ 

連結

財務諸表 
計上額 

（注）２ 

 スポーツ用品事業 スポーツ 

施設事業 日本 北米 ヨーロッパ アジア 計

売上高                   

外部顧客への売上

高 
 32,877,228  981,964 1,555,016 805,095 36,219,304 468,557  36,687,861  － 36,687,861

セグメント間の内

部売上高又は振替

高 
 1,922,983  171 6,771 2,130,252 4,060,179 20,000  4,080,179  △4,080,179 －

計  34,800,211  982,135 1,561,788 2,935,348 40,279,483 488,557  40,768,040  △4,080,179 36,687,861

セグメント利益又は

損失（△） 
 1,175,934  8,435 △36,282 72,451 1,220,539 △31,473  1,189,065  54,990 1,244,056

セグメント資産  33,640,494  637,295 1,312,195 1,321,819 36,911,804 2,261,760  39,173,565  △611,003 38,562,561

その他の項目     

減価償却費  627,341  4,456 17,820 19,900 669,518 43,791  713,309  － 713,309

有形固定資産及び

無形固定資産の増

加額 

 1,288,223  10,266 5,991 32,411 1,336,892 32,828  1,369,720  － 1,369,720

セグメント利益 （千円）

  前連結会計年度 当連結会計年度 

セグメント間取引消去  85,719  54,990

合計  85,719  54,990

セグメント資産 （千円）

  前連結会計年度 当連結会計年度 

セグメント間取引消去  690,989  △611,003

合計  690,989  △611,003
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当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．地域ごとの情報 

(1）売上高 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

  

(2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。  

   

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

   

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

該当事項はありません。  

   

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

（追加情報） 

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）  

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20

年３月21日）を適用しております。 

   

ｅ．関連情報

  （単位：千円） 

日本 北米 ヨーロッパ アジア その他 合計

 26,480,901  992,446  2,491,202  6,592,781  130,529  36,687,861

ｆ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｇ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｈ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口）が所有する当社株式（当連結会計年度末現在92千

株）については、連結財務諸表において自己株式として会計処理しているため、当連結会計年度の「期中平均株

式数」は、当該株式の数を控除し算定しております。 

（１株当たり情報）

項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭 1,271 54 円 銭 1,278 50

１株当たり当期純利益 円 銭 45 45 円 銭 33 32

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

同左  

  
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円）  977,479  718,423

普通株主に帰属しない金額（千円）   －   －

普通株式に係る当期純利益（千円）  977,479  718,423

期中平均株式数（千株）  21,505  21,563

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（千株）  －  －

（うち新株予約権） （－） （ ） －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

平成21年ストック・オプショ

ン（新株予約権数 個）。 1,905

平成21年ストック・オプショ

ン（新株予約権数 個）。 1,895

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 同左 
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,239,819 6,087,637

受取手形 1,961,097 1,826,098

売掛金 7,149,724 7,370,522

商品及び製品 1,840,020 2,180,266

仕掛品 677,102 627,607

原材料及び貯蔵品 748,682 648,978

前渡金 66,801 39,650

前払費用 357,194 327,252

繰延税金資産 367,907 305,575

信託受益権 739,106 739,253

関係会社短期貸付金 14,040 25,146

未収収益 181,505 116,289

その他 84,573 81,604

貸倒引当金 △20,557 △27,429

流動資産合計 21,407,017 20,348,455

固定資産   

有形固定資産   

建物 7,264,188 7,286,480

減価償却累計額 △4,631,860 △4,789,791

建物（純額） 2,632,327 2,496,688

構築物 1,283,284 1,299,664

減価償却累計額 △1,049,839 △1,075,441

構築物（純額） 233,445 224,223

機械及び装置 2,906,924 3,078,602

減価償却累計額 △2,160,162 △2,309,792

機械及び装置（純額） 746,762 768,810

車両運搬具 215,812 224,499

減価償却累計額 △182,971 △183,068

車両運搬具（純額） 32,841 41,430

工具、器具及び備品 1,317,870 1,386,610

減価償却累計額 △1,104,779 △1,161,553

工具、器具及び備品（純額） 213,090 225,057

コース勘定 363,887 363,887

立木 27,975 27,975

土地 7,205,499 7,205,499

リース資産 41,380 52,120

減価償却累計額 △9,546 △19,020

リース資産（純額） 31,833 33,099

建設仮勘定 2,336 85,459

有形固定資産合計 11,489,999 11,472,131
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

無形固定資産   

電話加入権 13,975 13,975

特許権 1,916 1,757

ソフトウエア 68,392 81,476

ソフトウエア仮勘定 154,370 793,685

その他 1,167 5,753

無形固定資産合計 239,822 896,647

投資その他の資産   

投資有価証券 99,308 96,102

関係会社株式 1,493,490 1,493,490

出資金 1,619 1,625

関係会社出資金 401,393 530,453

役員及び従業員に対する長期貸付金 124,927 124,387

関係会社長期貸付金 385,508 474,178

破産更生債権等 18,489 18,718

長期前払費用 7,114 27,993

長期預金 2,200,000 2,200,000

繰延税金資産 1,016,256 1,153,610

その他 86,518 110,240

貸倒引当金 △22,389 △22,618

関係会社投資損失引当金 △283,362 △304,011

投資その他の資産合計 5,528,873 5,904,170

固定資産合計 17,258,696 18,272,950

資産合計 38,665,713 38,621,405

負債の部   

流動負債   

支払手形 2,275,523 2,484,367

買掛金 1,784,971 1,756,841

1年内返済予定の長期借入金 45,400 45,400

リース債務 9,403 11,658

未払金 715,066 676,674

未払費用 256,808 275,840

未払法人税等 603,792 112,326

未払消費税等 74,775 82,253

前受金 34,960 30,637

預り金 40,382 42,632

賞与引当金 537,532 502,784

役員賞与引当金 18,000 15,300

設備関係支払手形 156,717 70,439

その他 5,910 6,094

流動負債合計 6,559,244 6,113,250
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

固定負債   

長期借入金 90,800 45,400

リース債務 24,022 23,096

退職給付引当金 2,048,050 2,082,583

役員退職慰労引当金 410,057 437,267

長期預り保証金 2,306,415 2,233,615

固定負債合計 4,879,345 4,821,963

負債合計 11,438,590 10,935,213

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,706,600 4,706,600

資本剰余金   

資本準備金 7,483,439 7,483,439

その他資本剰余金 － －

資本剰余金合計 7,483,439 7,483,439

利益剰余金   

利益準備金 281,535 281,535

その他利益剰余金   

別途積立金 15,010,000 15,510,000

繰越利益剰余金 1,148,921 1,043,575

利益剰余金合計 16,440,457 16,835,110

自己株式 △1,407,119 △1,355,648

株主資本合計 27,223,377 27,669,502

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △2,926 △4,721

評価・換算差額等合計 △2,926 △4,721

新株予約権 6,672 21,411

純資産合計 27,227,123 27,686,191

負債純資産合計 38,665,713 38,621,405
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高   

製品売上高 15,418,669 15,085,483

商品売上高 19,444,910 19,686,688

その他の売上高 488,533 470,028

売上高合計 35,352,114 35,242,200

売上原価   

製品売上原価   

製品期首たな卸高 722,521 555,600

当期製品製造原価 8,852,905 9,064,641

当期製品仕入高 205,666 208,711

合計 9,781,094 9,828,953

製品他勘定振替高 406,042 399,415

製品期末たな卸高 555,600 726,799

製品売上原価 8,819,451 8,702,737

商品売上原価   

商品期首たな卸高 1,499,994 1,284,420

当期商品仕入高 13,097,208 13,539,595

商品他勘定受入高 38,333 12,200

合計 14,635,536 14,836,215

商品他勘定振替高 694,014 909,656

商品期末たな卸高 1,284,420 1,453,466

商品売上原価 12,657,101 12,473,092

その他の原価 58,949 58,750

売上原価合計 21,535,503 21,234,580

売上総利益 13,816,610 14,007,620

販売費及び一般管理費 12,449,255 12,863,159

営業利益 1,367,355 1,144,460

営業外収益   

受取利息 28,063 26,740

受取配当金 2,387 2,210

受取賃貸料 13,200 17,945

受取ロイヤリティー 173,567 120,639

その他 27,759 19,790

営業外収益合計 244,978 187,325

営業外費用   

支払利息 16,767 17,397

為替差損 97,282 124,865

売上割引 16,762 16,008

その他 28,853 7,326

営業外費用合計 159,665 165,597

経常利益 1,452,667 1,166,189
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 17,408 2,624

その他 496 －

特別利益合計 17,905 2,624

特別損失   

固定資産売却損 734 1,270

固定資産除却損 10,850 7,110

投資有価証券売却損 － 84

ゴルフ会員権評価損 2,400 －

訴訟関連損失 － 48,870

災害による損失 － 34,972

関係会社投資損失引当金繰入額 3,132 20,648

その他 0 －

特別損失合計 17,117 112,957

税引前当期純利益 1,453,455 1,055,856

法人税、住民税及び事業税 673,227 427,887

過年度法人税等戻入額 － △16,107

法人税等調整額 △42,276 △73,800

法人税等合計 630,950 337,979

当期純利益 822,505 717,877
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 （注）主な内訳は次のとおりであります。 

製造原価明細書

    
前事業年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費    4,497,265  51.2  4,588,582  50.8

Ⅱ 労務費    2,857,988  32.5  2,912,755  32.2

Ⅲ 経費 ※１  1,436,177  16.3  1,533,320  17.0

当期総製造費用    8,791,432  100.0  9,034,658  100.0

仕掛品期首たな卸高    755,320    677,102   

合計    9,546,752    9,711,760   

仕掛品期末たな卸高    677,102    627,607   

他勘定振替高    16,745    19,511   

当期製品製造原価    8,852,905    9,064,641   

            

項目 
前事業年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１ 経費のうち主なもの 外注加工費 千円581,076

減価償却費 千円330,200

消耗品費 千円233,343

外注加工費 千円605,285

減価償却費 千円357,400

消耗品費 千円258,913

項目 
前事業年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

原価計算の方法 主として製品種類別実際総合原価計算に

よっており、一部製品については標準原

価計算制度を採用しております。なお、

期末において原価差額を売上原価と期末

たな卸資産に配賦して実際原価に調整し

ております。 

同左 
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 4,706,600 4,706,600

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,706,600 4,706,600

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 7,483,439 7,483,439

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,483,439 7,483,439

その他資本剰余金   

前期末残高 － －

当期変動額   

自己株式の処分 △15,256 －

自己株式処分差損の振替 15,256 －

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

資本剰余金合計   

前期末残高 7,483,439 7,483,439

当期変動額   

自己株式の処分 △15,256 －

自己株式処分差損の振替 15,256 －

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,483,439 7,483,439

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 281,535 281,535

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 281,535 281,535

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 15,010,000 15,010,000

当期変動額   

別途積立金の積立 － 500,000

当期変動額合計 － 500,000

当期末残高 15,010,000 15,510,000
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 664,142 1,148,921

当期変動額   

剰余金の配当 △322,469 △323,223

別途積立金の積立 － △500,000

当期純利益 822,505 717,877

自己株式処分差損の振替 △15,256 －

当期変動額合計 484,779 △105,346

当期末残高 1,148,921 1,043,575

利益剰余金合計   

前期末残高 15,955,678 16,440,457

当期変動額   

剰余金の配当 △322,469 △323,223

当期純利益 822,505 717,877

自己株式処分差損の振替 △15,256 －

当期変動額合計 484,779 394,653

当期末残高 16,440,457 16,835,110

自己株式   

前期末残高 △1,444,304 △1,407,119

当期変動額   

自己株式の取得 － △12

自己株式の処分 37,184 51,483

当期変動額合計 37,184 51,471

当期末残高 △1,407,119 △1,355,648

株主資本合計   

前期末残高 26,701,413 27,223,377

当期変動額   

剰余金の配当 △322,469 △323,223

当期純利益 822,505 717,877

自己株式の取得 － △12

自己株式の処分 21,928 51,483

自己株式処分差損の振替 － －

当期変動額合計 521,963 446,124

当期末残高 27,223,377 27,669,502
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △614 △2,926

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,311 △1,795

当期変動額合計 △2,311 △1,795

当期末残高 △2,926 △4,721

新株予約権   

前期末残高 － 6,672

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6,672 14,738

当期変動額合計 6,672 14,738

当期末残高 6,672 21,411

純資産合計   

前期末残高 26,700,798 27,227,123

当期変動額   

剰余金の配当 △322,469 △323,223

当期純利益 822,505 717,877

自己株式の取得 － △12

自己株式の処分 21,928 51,483

自己株式処分差損の振替 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,361 12,942

当期変動額合計 526,324 459,067

当期末残高 27,227,123 27,686,191
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該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記
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